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論   文   の   要   旨 
 

経済発展とエネルギー消費との関係を議論した"Energy Ladder"仮説に従う場合，一般に，相対的に

貧困な世帯では薪・木炭・家畜残渣等のバイオマスなどのエネルギー効率の低い燃料が使われ，経済活

動の水準が高まるに従い，世帯の燃料消費は電気・LPG（Liquid Petroleum Gas）などの相対的にエネ

ルギー効率の高い燃料に代替されていくといわれる．このとき，ケニア国の貧困世帯では，木質バイオ

マス，特に，木炭が最も重要な燃料のひとつとなっており，"Energy Ladder"仮説における最も低位な

エネルギー消費の段階にあるといえる．事実，ケニア国中央部に広がる非正規居住地（informal 

settlements）であるスラム地域では，調理に用いる燃料のほとんどを木炭に依存しているのが現状で

ある．このような状況はケニア国の貧困世帯だけに限定した問題ではなく，サブサハラ・アフリカ全体

において，急激な人口増大と都市化の進行は，生活に必要な資源としての木炭への需要を急激に増大さ

せている．加えて，これらの地域における木炭の生産技術・利用技術は決して近代的・効率的なもので

あるとはいえず，木炭以外の代替エネルギーへのアクセス条件も近い将来に改善されるとは考えられな

い．よって，このように持続不可能な技術による木炭の生産継続・流通拡大は，森林破壊の主な原因と

もなりうると考えられており，地球環境問題の視点からも緊急に解決するべき課題の一つである． 

ところで，近年，以上のような発展途上国における木炭利用のプロセス（卸売・流通・小売の各課程）

において発生する木炭くずの有効利用技術に注目が集まっている．具体的に，ケニア国のスラム地域で

は，これらの木炭くずをリサイクル燃料として加工・製品化し，ブリケットという調理用燃料として取

引されている事例が存在している．このブリケットという燃料は，そのリサイクル燃料としての手頃な

価格と，固有の燃焼性能により，調理用燃料としての普及が期待されているところである． 

以上のようなサブサハラ・アフリカにおける燃料需要に実態を背景として，本研究では，ケニア国ナ

イロビ市に位置する世界最大規模の非正規居住地の一つであるキベラスラムを対象として，世帯の燃料

消費に関する世帯行動を素材とし，貧困世帯における燃料消費の特徴とブリケットの調理用燃料として

の普及可能性について考察することを研究目的とした． 

ところで，ケニア国における貧困世帯を対象とした燃料消費に関する先行研究では，現在でもなお，

約90％以上の世帯が薪や木炭を主に調理用の燃料として利用していることを報告されている．また，こ

の事実は，ケニア国の森林資源の賦存量が急激に減少しており，その主な理由が人類による燃料需要に



あること，また，その結果，生態系への大きな負のインパクトが危惧されていることとも整合的である．

加えて，以上のような背景から，各種のリサイクル燃料に関する技術的な議論も蓄積されており，特に，

ケニア国のスラム地域では，木炭くずをリサイクル燃料として加工・製品化したブリケットの普及への

期待が大きいといえる（序章）． 

本研究で実施したキベラスラムにおける貧困世帯の燃料消費に関する調査結果（2010年10月）からは，

貧困世帯のほぼ全戸において，ブリケットが認知されていることが示された．また，一部の世帯では，

主に自家消費用（一部，近隣への販売実績有り）としてブリケットが製造されている例も確認された．

また，その利用行動からは，木炭と中心として，灯油，ブリケットなどが，それぞれの特性を活かし，

利用場面ごとの目的に応じて，複合的に利用されていることが明らかとなった．しかも，ブリケットに

ついては，その燃焼時間や環境適合性（煙・灰が少ないことなど）が一部の世帯によって評価されてい

る一方で，使用方法についての情報の非対称性や，他の燃料と比較した相対的な供給熱量の弱さなどか

ら，利用を躊躇する世帯の行動も観察された（第１章）． 

一方で，この世帯行動調査の結果から得られた複合的な燃料利用の実態は，"Energy Ladder"仮説と

比較した場合，完全な燃料代替が結果として観察できないという意味で，低位なエネルギー消費段階に

おける消費者行動の事例的なファクトファインディングのひとつとして注目に値する．そこで，これら

の世帯における燃料消費実態から，燃料消費と世帯属性の関係，燃料の消費組合せのパターンの存在，

及び，燃料間の代替・補完関係を線形回帰モデルにより分析した．具体的には，世帯人数と所得レベル

が各燃料に対する消費支出に関する意思決定に大きな影響を与えていることが明らかとなった．また，

燃料消費における組合せのパターンから，ブリケットは木炭と代替関係にあること，また，灯油とブリ

ケットには代替関係がないことが定量的に明らかとなった（第２章）． 

次に，以上のような顕示選好としての燃料消費実態の分析を発展させるためには，選択実験による表

明選好としての消費者評価分析により木炭・灯油・ブリケット間の代替関係・補完関係を考察すること

が有効である．具体的に，キベラスラムにおける世帯の燃料消費に関する選択実験からは，前章と同様

の燃料間の代替関係を指摘できることに加え，女性が世帯主である世帯においては木炭とブリケットが

灯油よりも相対的に選好されること，また，熱量当たりの価格で評価したブリケットの選択確率（他財

の同価格を平均値の水準に固定した場合）は同価格と反比例の結果となるが，その程度は極めて小さい

（同価格を限りなくゼロに近づけた場合でも＋５％程度である）ことが明らかとなった（第３章）． 

以上のように，本研究の分析結果からは，"Energy Ladder"仮説に対して，相対的に貧困レベルの甚

だしい世帯の燃料消費行動の実態を補完する分析結果が示された．また，これらの結果からは，森林破

壊等の環境問題を議論する場合に必要な知見として，発展途上国の都市部における燃料消費の実態が詳

細に提示された． 
 

審   査   の   要   旨 
 

本研究における実証分析では，ケニア国ナイロビ市に位置する世界最大規模の非正規居住地

（informal settlements）の一つであるキベラスラムにおける独自の貧困世帯へのアンケート調査が実

施されているなど，分析に必要な情報が独自性の高い方法によって収集されており，また，World 

Agroforestry Centre（ICRAF）などの研究プロジェクトによるサブサハラ・アフリカを対象とした最新

の研究成果に依拠した"Energy Ladder"仮説に関する分析結果も援用しているなど，データの整備につ

いて適切な方法が採られていると判断された．また，これらのデータの集計・分析作業も理論的に妥当

であり，論旨の展開とその論証の過程も適切に実行されており，本研究の有する応用範囲は広いと評価

された． 

平成27年１月23日，学位論文審査委員会において，審査委員全員出席のもとに論文の審査を行い，本

論文について著者に説明を求め，関連事項について質疑応答を行った．その結果，審査委員全員によっ

て合格と判定された． 

よって，著者は博士（農学）の学位を受けるのに十分な資格を有するものとして認める． 
 


